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　予防接種（ワクチン）による被害かどうかの判断評価に関係する制度が２つ
あります。１つは予防接種健康被害救済制度（以下、救済制度）、もう１つは
副反応疑い報告制度（以下、報告制度）です。国はこれらを使い分けています。
救済制度は被害者の救済を目的としたもので、被害者からの請求情報に基づ
いて「厳密な医学的な因果関係までは必要とせず、接種後の症状が予防接種
によって起こることを否定できない場合も対象」という方針で認定審査が行
われています。一方、ワクチンの害反応・安全性評価は、救済制度とは全く
別の報告制度を根拠としています。医療従事者から直接または製薬企業経由
の副反応報告情報を基に、医学的・薬学的観点から、ワクチンと副反応との
関連性の有無を分析・評価し、α、β、γと分類されます。
　２つの制度での報告数を新型コロナワクチン（SARS-CoV-2 ワクチン）で具
体的に見ると、7月30日時点で救済制度での死亡認定者は1031人です。一方、
７月 25 日時点で報告制度での死亡報告は 2,295 人ですが、評価の内訳は、α

「因果関係を否定できない」2 人、β「因果関係は認められない」11 人、γ「情
報不足等により評価不能」2,282 人でした。99.4% を詳細不明のため因果関
係は評価不能γとし、ワクチンが原因で亡くなったことが「否定できない」は
２人だけなので安全だ、と国は評価しているのです。ところが、救済制度で
認定された 1031 人のうち約３分の１の 351 人は報告制度にも報告されてい
ます。つまり２つの制度で評価が異なっている。
　残り 680 人は報告制度に報告すらされていないことが、8 月 8 日の厚生労
働大臣の定例会見で明らかとなりました。このことは、2,295 人の副反応疑
いでの死亡報告は氷山の一角で、この制度に報告されていない事例が多々あ
ることを示しています。それでもなお、9 月 26 日の厚労大臣の定例会見でも、

「現時点でワクチンの安全性に関わる重大な懸念は認められていない」と繰り
返しています。
　2025 年 10 月 6 日現在、救済制度の認定者は 9319 人、死亡認定者 1042 人
と増え続けており、過去 45 年間の全てのワクチン認定者 3522 人の 2.6 倍、
死亡認定者 151 人の 6.9 倍にもなっており、薬害といっても過言ではない。国
は、被害救済制度に申請のあった例も報告制度に取り入れて、最低限、被害救
済制度の因果関係評価方法で SARS-CoV-2 ワクチンの害を再評価すべきです。
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